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各研究員の個別研究の中間報告をいたします。

山下研究員は「東部ドイツ生産財工業における近代化と生産性」というテーマの下で、

カールスルーエ・フラウンホーファ研究所のグンター・ライ教授による「ＩＳＩ－生産イ

ノベーション調査１９９５年」に基づき、１９８８年以後の東部ドイツの生産財工業の実

態について分析を進めているところである。東部ドイツが円滑に市場経済に適合していく

ためには、①競争力のある製品の実現のためのＲ＆Ｄ、②新市場開拓のための販売活動の

改革、③競争力のある製品の製造のための生産過程の近代化の３つの要素が必要である。

しかし、ＩＳＩのアンケート調査によれば、近代的な生産技術の導入については、東西格

差が急速に縮まっていることが示されている。しかし、それは「強制された投資」であり、

競争力のある生産構造を保証するものでなかった。その証に、１９９５年の東西ドイツの

生産財工業の従業員1人当りの価値生産について見れば､東部は西部の５６％にすぎない。

ライ教授はその原因として５つ指摘している。そのうえで、短期間での技術ギャップの解

消には限界があることを指摘している。

川口研究員は「欧州会計指令と国際会計基準」をテーマに研究を継続中である。２００

０年より国際会計基準が事実上の世界標準になったことからドイツにおいても国際会計基

準と国内基準との調整が急務となり、２００５年より国際会計基準に移行することになっ

ている。ところで、ドイツはＥＵ加盟国の一つであることから、国際会計基準、ＥＵ会計指

令、国内会計基準の相互関係の中で会計システムを再編成しなければならない。こうした

過程の中で次の２点が明らかになったことが示されている。すなわち、国際会計基準、ＥＵ

会計指令、国内基準との調和化は大陸型会計基準と英米型会計基準との対立と妥協の場に

なる可能性があるということである。また、公正価値会計指令法がＥＵ加盟国において２０

０１年に法典化されたことにより、公正価値評価(時価評価)の全面的な適用の可能性に道

を拓いたものと考えられることが明らかになった。

谷本研究員は「ＥＵ市場統合に伴う物流構造の変化」というテーマの下で、主としてイギ

リスの物流構造について調査研究を行っている。イギリスはわが国同様、島国であること

から国際貨物輸送は空運と海運が中心であり、前者は約９８％が国際輸送であり、後者は

約７５％が国際輸送となっている。それぞれの市場において自由化が進展し、益々国際輸

送の比重が高まるものと考えられる。陸上貨物輸送は国内輸送が主体であり、トラック輸

送がその太宗を占め、全体の８１％を占めていることが最近の統計から明らかになってい

る。国内および国際貨物輸送の実態を今後、さらに一層精査する予定である。

中村研究員は「ＥＵにおける空港スロット問題」をテーマに、１９９３年に採択された理
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事会規則９５号を手がかりにして、空港スロット問題について考察を行った。ＥＵにおける

航空市場が完全に自由化され、航空需要が急増する中で、とりわけ混雑空港における発着

枠をめぐる議論は緊急を要する課題となった。結論的に述べれば、ＥＵでは、航空会社の自

主規制とグランドファーザー権を優先するＩＡＴＡ方式によるスロット配分システムの改

良型が適用されている。しかし、昨今の社会経済の変化を考慮し、時代の変化に適合する

規則の改正のために、コンサルタント会社に実態調査を委託し、その調査結果に基づき、

規則改正に向けた検討が行われている。本研究では、今日までの議論の過程を詳細に検討

を行った。研究の詳細については、大阪産業大学経営論集第４巻第２号(平成１５年３月刊

行予定）を参照されたい。

欧州会計指令と国際会計基準

川口八洲雄（経営学部）

過去２年間の研究成果について総括すれば次のようになる。

２０００年より国際会計基準（ＩＡＳ）が事実上の世界標準になったことに伴ない、加盟国

の会計基準はＩＡＳに一致することを義務づけられている。このため、各国は２００４年から

2005年にかけてＩＡＳの国内法又は国内基準への転換を強制され、ＩＡＳに完全に従うこ

とになる。日本と同様にドイツもＩＡＳと国内基準との調整を急いでおり２００５年からＩＡ

Ｓに移行する。ドイツはＥＵの一員であるため、ドイツ国有の会計基準の設定を断念して

欧州会計指令に従うことになっており、ＩＡＳ、ＥＵ会計指令、ドイツ会計基準の相互関

係のなかで会計システムを再編成しなければならない。

本研究をつうじて下記の点がほぼ明らかになった。

①国際会計基準（ＩＡＳ）への完全な移行が２００２年５月に法典化され、ＥＵ会計指令はＩ

ＡＳとの一致を制度化しなければならない。ＥＵは、２００４年末までに連結財務諸表基準

を内外の上場企業に適用する措置をとったが、これは各加盟国の国内会計基準（単独決

算書の会計基準）すなわち税法会計と連動する商法会計システムを暫定的に保護する目

的の措置である。２００５年以後は、ＥＵの加盟国はＩＡＳと単独決算書に係わる国内基準

との調和化について本格的に検討しなければならない。ＩＡＳとＥＵ加盟国の国内法又

は国内基準との調和化は、一般的な前提条件としてのフレームワークにとどまらず②に

示すような個別問題に関連しており、大陸型会計基準と英米型会計基準システムとの対

立と妥協の場になる可能性をはらむ。

②いわゆる公正価値会計指令法がＥＵ加盟国において２００１年に法典化された｡すべての取

引について公正価値評価が強制されたわけではないが、有形固定資産に対してすでに減

損会計が採用されている状況を考慮するならば、将来における公正価値評価（時価評価）

の全面的適用の可能性に道を拓いたものと考えられる。ドイツでも金融商品及び金融派

生取引について割引現在価値評価の制度化が論議されており、２００２年秋期に結論が出る

予定である。
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以上、２つの点について研究の報告を行なったがドイツ固有の会計基準システムの中心

問題すなわちＧｏＢ論の動向については割愛した。
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ＥＵ市場統合に伴う物流構造の変化

谷本谷一（経営学部）

今回はイギリスについて調査した。周知のごとく、イギリスはＥＵに早くから加盟しな

がらＥＵ共通通貨ユーロを採用せず未だにポンドを踏襲している。それには大きく二つの

理由がある。一つはユーロに切替えたときＥＵ加盟諸国の多くの国が端数の切り上げ等に

よる便乗値上げを行い、インフレ傾向に陥っていること、今一つは、今日ＥＵのリーダー

が実質的にフランスとドイツになっており、それがイギリスにとっては面白くないからで

ある。しかし、いずれにしてもＥＵに加盟している以上、いずれユーロに切り換えざるを

得ずイギリスはその機会を模索しており、それは時間の問題である。

ところで、本題の物流については、イギリスは基本的にわが国同様島国であり、北アイ

ルランドとアイルランドの陸続きを除いては、国際貨物輸送は空運と海運が中心である。

しかしユーロトンネルの開通により、９４年以降鉄道輸送が開始され実質的にはヨーロッパ

大陸と陸続きになった。ただ目下のところユーロトンネルの鉄道輸送はかんばしくない。

なお石油・ガス輸送についてはパイプラインが敷かれている。国内貨物については、わが

国同様トラック輸送への依存が強くなっている。

具体的に輸送量についてみると、まず鉄道輸送は、９８年実績で102百万トン、そのほと

んどは国内輸送で、その大半は石炭となっており、しかも近年は減少気味である。

ユーロトンネルの開通によって、一応国際貨物列車が走るようになってはいるが見るべ

き成果は上がっていない。この事業は脚光を浴びて出発したものの、運行開始の遅れ、フ

ェリーとの競合、イギリス国内での高速走行の困難性等から予想どうりの成果をあげてい

ない。周知のごとくイギリスでも国鉄の民営化が行われたが、全般的に急ぎ過ぎたこと、

細分化しすぎたこと等から特定分野への特化、資金力の弱体化等によってあまりうまくい

っていない。特に貨物輸送については重厚貨物、コンテナ貨物、郵便貨物、海峡トンネル

路線の４分野に分けて民営化が進められたため総体的に力が弱くなっている。
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つぎにトラック輸送についてみると、その輸送量は１７２７百万トン、そのほとんどは国内

輸送で全体の８１％を占め陸上輸送の雄となっている。イギリスは高速道路がよく整備され

ており、それだけにトラック輸送は発達している。ただ近年は景気の低迷から減少気味で

ある。

つぎに空運についてみると、国際輸送1993千トン、国内輸送で５０千トン、合計２０４３

千トンで、その大半はヒースロー空港となっている。航空事業への参入については、ＥＵ

域内においては原則として運行免許を取れば路線ごとの免許はいらない。また運賃規制に

ついては、ＥＵ域内においてはＥＵ理事会規制により規制されており、その妥当性を判断

するため実施する運賃を２４時間前に届け出る必要がある。最後に海運については、国際輸

送の輸入貨物が205.1百万トン、輸出貨物が１８１．３百万トン計386.4百万トン。国内輸送

では移入貨物が６１．４百万トン､移出貨物が６７．１百万トン計128.5百万トンとなっている。

イギリスには約６００の港湾があるが、重要港は１１港で全体の７０％が取り扱われている。

外航海運については政府は原則的に関与せず、市場原理に任せている。

＊参考資料「主要国運輸事』清」

ドイツ統合に伴う経済的、経営的変化とＥＣ統合

山下哲（経営学部）

「東部ドイツ生産財工業における近代化と生産性について」

Ｌこれまでは東部ドイツエ業全般のイノベーションについて考察して来たが、ここでは

生産財工業（鉄鋼、機械、電機、精密、光学などの各工業）に限定してその現状と問題

点を、西部ドイツと比較しながら、探って行きたい。カールスルーエ・フラウンホーフ

ァー研究所のグンター・ライは「ＩＳＩ－生産イノベーション調査１９９５年」に基き、

１９８８年以後の東部ドイツの生産財工業の実態について分析を進めている。

Ｉ彼によれば、東部ドイツがスムーズに市場経済に適合していく為には①競争力ある製

品を実現するためのＲ＆Ｄの集中②新市場開拓のための販売活動の改革③競争力ある

製品の製造のための生産過程の近代化の３つが主要な指針である。しかし東部ドイツエ

業とくに加工工業は今だに生産効率が低く、自立的な発展が出来ていない。

この原因を探るには⑤経済・通貨同盟（1988年）当時、旧ＤＤＲ企業の生産技術の遅

れは実際どれ程だったのか⑤東西格差はその後どの様に変化したのか○生産性向上戦

略は他の近代化戦略と較べ有効だったか⑥近代的な生産技術の投入はこの戦略の他の

手段と較べて有効だったか、の問いかけから始まる。

ⅢＩＳＩのアンケート調査では東部５５８社西部７４７社計１３０５社（回収率１８％）の調査

標本が入手されたが、興味深いのは近代的生産技術（ＣＡＤ、ＰＰＳ＝ＭＲＰ、ＣＮＣ、

ＣＩＭなど）の導入と発展について一つ一つの技術毎に具体的な数値を示していること

である。

この調査結果を見る限り、新しい生産技術の導入は１９８８年にはまだ格差があったが、

その後導入スピードが急速に高まり、１９９５年には急速に縮まり、ＣＡＤ導入において
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１１％の格差が見られるほかは、他の技術導入では殆んど格差は無くなっている。ただ注

意すべきは、この投資は所謂「強制された投資」で競争力のある生産構造を直ちに保証

するものではなかった。１９９５年の西部ドイツ生産財工業の従業員１人当りの価値生産は

133,000ＤＭであるのに対し、東部のそれは74,000ＤＭで西部の水準の５６％に過ぎず、

この事をよく示している。

Ⅳ、グンター・ライはこの東部ドイツ不振の原因として次の５つを挙げている。

（１）持てる生産能力が充分汲み尽されていない。東部ドイツでは１９８８年以降大巾な人

員削減が行われたが、これが製品の競争力に繋らなかった。競争力が弱く販売が伸

びないため、新技術を装備した設備を投入しても高い稼働率を維持できない。

（２）経営の人員構成が高い間接費を生み出している。東部では管理部門、作業準備部

門、保守部門などの間接部門の従業員の比率が高く、１人当りの価値生産額を低め

ている。

（３）近代的生産技術の適用領域が狭く、投入密度も低い。例えば資金上の理由で、東

部ではＣＮＣ機械１台しか投入できない処に、西部では２０台も投入されているわけ

である。

（４）近代的な組織コンセプトの導入が不充分である。１９８０年代末新しい組織コンセプ

ト（Gruppenarbeit，Fertigungssegmentierung，SimultaniousEngineering，ＪＩＴ，ＤＩＮ

ＩＳＯ９０００認定）が導入されたが、充分な効力を発揮できていない。

（５）市場価格に適応できない高コストの製品が製造されている。東部ドイツで最も顕

著な特徴は顧客特注による製造の比率が、西部に較べ高い（東部６３％西部４９％）。

これがコスト高を呼び、無理な販売活動を強行してダンピングに陥ると懸念される。

Ｖ・以上ライの考察を踏まえ検討を進めて来たが、いずれにせよあまりに大きい技術ギャ

ップを７～８年の短期でキャッチアップしようとすると無理が生ずる。生産性向上とい

う戦略は一見生産活動固有の問題に見えるが、購買、販売、財務、Ｒ＆Ｄなど経営の全

てのファンクションがこれを支援してこそ達成されることを忘れてはならない。

以上
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